
 

１ 推計結果概要 

 

経済成長率（県内総生産の対前年度増加率） 

（名目）＋1.3％（２年連続のプラス成長） （実質）＋1.1％（２年連続のプラス成長） 

● 県内総生産（名目） ３兆 7,669 億円  

（実質） ３兆 6,814 億円  

● 県民所得      ２兆 5,813 億円 （対前年度増加率 ＋0.1％） 

 １人当たり県民所得  245 万３千円 （    同     ＋1.0％） 

※ 名目とはその年の時価から算出した値、実質とは名目値から物価変動の影響を除いた値を表します。 

※ 県民所得には、雇用者報酬の他に財産所得や企業所得が含まれているため、これを県の総人口で除し 

た「１人当たり県民所得」は県民個人の所得（給与）水準を表すものではありません。 

 

(1) 日本経済の概況  

  令和４年度の日本経済は、令和４年３月に新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」

という。）のまん延防止等重点措置が解除されて以降、ウィズコロナへの移行により個

人消費が飲食・宿泊をはじめとする対面サービス関連を中心に持ち直し、民間企業設備

投資も増加傾向を維持したこと等により、緩やかな持ち直しの動きが見られた。 

  一方、ロシアのウクライナ侵攻等による原材料価格の上昇や、円安による輸入物価の

上昇の影響で、国内物価は令和３年度後半以降、上昇率が拡大し、家計や企業の活動に

影響を与えた。 

   このような状況の中、令和４年度の国の経済成長率（国内総生産の対前年度増加率）

は、名目で 2.3％の増加、物価変動の影響を除いた実質では 1.5％の増加となり、それ

ぞれ２年連続のプラス成長となった。 

 

(2) 宮崎県経済の概況 

   令和４年度の本県経済は、前年度後半以降、原材料価格が高騰したこと等により、電

気業や建設業が低調だったものの、感染症のまん延防止等重点措置が解除され、行動制

限が緩和されたことによって、宿泊・飲食サービス業や卸売・小売業等のサービス業を

中心に持ち直しの動きが見られた。 

主要関連経済指標を見ると、百貨店・スーパー販売額、航空便利用客数、主要ホテル・

旅館宿泊客数の増加が見られ、本県の個人消費も回復軌道に乗り始めたことがうかがえ

る。一方で、資材価格等が高騰したことにより、新設住宅着工戸数は減少した。 

   このような状況の中、令和４年度の本県の県内総生産は、名目で３兆 7,669 億円、実

質で３兆 6,814 億円となった。経済成長率（県内総生産の前年度比）は名目で 1.3％の

増加、実質で 1.1％の増加となり、いずれも２年連続のプラス成長となった。また、県

民所得は２兆 5,813 億円となり、２年連続の増加となった。 

 

 



 

図表－１ 国・宮崎県の名目経済成長率の推移 

 

図表－２ 国・宮崎県の実質経済成長率の推移 

 

図表－３ 主要関連経済指標 

 

 


